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 令和７年６月２７日(金)午後２時 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

■ 大阪府商工労働部雇用推進室労働環境課が、６月２０日にまとめた府内の夏季一時金 
要求・回答・妥結状況は以下のとおりです。【単純平均（１組合あたり平均）】 

 
◇ 要求・回答・妥結額の水準 

 

区   分 
令和７年 

（第２報・６月２０日集計） 
令和６年 

（第２報・６月２１日集計） 

要   求 
（594 組合） 

７７９，６１１円 

（547 組合） 

７８１，０２６円 

回   答 
（453 組合） 

６８５，１４３円 

（418 組合） 

６６５，７９２円 

 うち、妥結 
（395 組合） 

    ６９５，１４５円 

（373 組合） 

    ６７０，５５１円 

 
 
◇ 企業規模(従業員数)別の回答・妥結状況 

 

企業規模 
（従業員数） 

集計 
組合数 

回答額（円） 

 

うち、妥結 

集計組合数 妥結額（円） 

２９９人 

以下の 

内訳 

２９人以下 ３１ ５２６，９２９ ２７ ５３１，０１４ 

３０～９９人 ６２ ４７５，３０７ ４５ ４７９，５２８ 

１００～２９９人 １０３ ６２８，３８３ ８７ ６３７，７１２ 

２９９人以下 １９６ ５６３，９１５ １５９ ５７４，８２５ 

３００～９９９人 １１３ ７５２，６２３ １０１ ７３８，９８７ 

１，０００人以上 １４４ ７９７，１９４ １３５ ８０４，０５４ 

 

連 絡 先 

大阪府商工労働部雇用推進室労働環境課 

地域労政グループ 塩﨑・立石 

▽直 通 06-6946-2606 

 

◇ 要求額   ７７９，６１１円（594 組合） 

◇ 回答額   ６８５，１４３円（453 組合） 

◇ 妥結額   ６９５，１４５円（395 組合） 
 

※令和７年６月２０日までに組合から回答のあった額の単純平均です。 
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◇ 産業別の要求・回答・妥結状況【単純平均】 

※集計組合数が少ない業種については、平均額の精度が十分でないとみられることから、結果の利用にはご留意ください。 

※要求組合数が、回答組合数または妥結組合数より少なくなっている業種がありますが、これは夏季及び年末一時金を   

年間一括で要求する方式を採用する組合があり、要求額の内訳が把握できなかったこと等によるものです。 

 
 
 

要求組合 要求額 回答組合 回答額 妥結組合 妥結額
(組合） (円） （組合） （円） （組合） （円）

594 779,611 453 685,143 395 695,145

306 763,328 267 720,702 239 730,703

18 727,755 17 665,572 16 648,650

19 633,959 19 608,034 18 629,149

1 683,760

9 719,233 7 703,879 6 725,205

9 578,104 7 432,630 5 369,391

34 905,412 32 795,271 30 795,522

3 626,885 2 715,302 2 715,302

1 280,000 1 240,000 1 240,000

12 899,840 3 713,667 3 713,667

29 815,608 37 769,737 37 769,737

13 806,666 12 721,137 11 695,786

51 644,713 36 565,377 29 574,244

72 807,644 59 757,649 48 778,658

1 554,760

10 821,510 16 939,290 15 940,909

1 486,177

17 764,415 13 780,177 13 780,177

6 818,314 6 830,738 5 928,174

288 796,911 186 634,098 156 640,668

13 867,115 10 870,089 10 870,089

16 897,327 27 926,042 22 848,288
うち、通信・放送 8 857,129 10 1,099,557 8 857,783

うち、情報サービス 1 1,170,297 1 998,195 1 998,195

うち、情報制作（出版等） 7 904,271 16 813,085 13 830,913

177 830,501 78 541,428 63 551,350
うち、私鉄・バス等 12 851,400 14 678,832 14 678,832

うち、道路貨物輸送 111 808,023 42 438,079 36 433,753

うち、郵便業

うち、その他 54 872,063 22 651,291 13 739,712

42 702,658 39 610,317 37 616,863

4 723,809 4 714,352 4 714,352
うち、金融・保険業 1 768,491 1 768,491 1 768,491

うち、不動産業 3 708,915 3 696,306 3 696,306

うち、物品賃貸業

3 950,618 1 1,060,000 1 1,060,000

2 499,162 2 454,155 2 454,155

2 696,747 2 532,424 2 532,424

14 717,924 10 469,827 5 528,772
うち、教育・学習支援業 4 920,189 1 401,140 1 401,140

うち、医療・福祉 10 637,017 9 477,459 4 560,680

15 612,033 13 585,817 10 648,760
うち、複合サービス事業 4 447,114 3 406,753 2 440,248

うち、自動車整備・機械修理 3 1,042,372 2 1,052,695 2 1,052,695

うち、賃貸・広告業 2 709,590 3 670,866 3 670,866

うち、その他 6 474,291 5 455,475 3 496,374

製造業計

要求状況 回答状況 妥結状況

非鉄金属

食料品・たばこ

繊維、衣服

木材、家具・装備品

パルプ・紙・紙加工品

印刷・同関連

化学

石油・石炭製品

プラスチック製品

ゴム、皮革製品

窯業・土石製品

鉄鋼

電気・ガス・熱供給・水道業

金属製品

機械器具

電子部品・デバイス

電気機械器具

情報通信機械器具

輸送用機械器具

その他の製造

非製造業計

農林水産業

鉱業・採石・砂利

建設業

全産業計

複合サービス業、サービス業

学術研究、専門・技術サービス業

飲食店、宿泊業

生活関連サービス業、娯楽業

医療、福祉、教育、学習支援業

情報通信業

運輸業 ・郵便業

卸売・小売業

金融・保険、不動産、物品賃貸業
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【参考】 
 

◇ 支給月数が算出可能（平均賃金額が明らか）な組合における妥結状況 

区 分 平均賃金額 妥結額 支給月数 

 

妥 結 

    

単純平均 ３０６，８４０円 ７０１，８９４円 ２．２９か月 

加重平均 ３２４，８００円 ７９１，１２８円 ２．４４か月 

    ※本結果は、第２報時点で妥結済みの３９５組合のうち、平均賃金額も明らかな同一の３５５組合 

で比較したものです。 

 

 

◇ 同一組合における対前年比較     

区 分 令和７年 令和６年 
対前年比金額 

（率） 

 

妥 結 

    

単純平均 ７１６，５８２円 ６３８，４５７円 
７８，１２５円増 

（１２．２％増） 

加重平均 ８０２，９２４円 ７３２，１０７円 
７０，８１７円増 

（９．７％増） 

※本結果は、第２報時点で妥結済みの３９５組合のうち、前年の妥結額も明らかな同一の３６０組合 

で比較したものです。なお、本結果の詳細については、詳細分析報告にて発表します。 

 

集計方法について 

            単純平均＝各組合の妥結額の合計／各組合数の合計 

            加重平均＝（各組合の妥結額×各組合の組合員数）の合計／各組合の組合員数の合計 

 

 

   【今後のホームページでの公表予定】 

    最終報：７月下旬 

    詳細分析報告：８月上旬 
 

◆大阪府労働環境課 ホームページ 

調査資料一覧 

    https://www.pref.osaka.lg.jp/sogorodo/chousa/     
※右のＱＲコードからもご覧いただけます。 

 
 
 

https://www.pref.osaka.lg.jp/sogorodo/chousa/

